
Ⅰ．はじめに

　新たな林野行政の展開に際して１９９６年に施行された林野三法の

ひとつとして「林業労働力の確保に関する法律」がある（林野庁

林政課・企画課，１９９６）。これは，林業労働者の減少・高齢化や

労働条件の立ち遅れなどに対処して，林業事業体の経営基盤の強

化と林業労働者の雇用管理の改善を図る目的で制定された。そこ

では事業主が雇用管理の改善及び事業の合理化を一体的に図るた

めに必要な措置についての計画（以下，「改善計画」）を作成し，

適当である旨の都道府県知事の認定を受けることができる制度

（以下，「認定事業体制度」）が導入された。認定を受けた事業体

はいくつかの優遇措置を受けることができるとされた。

　１０年近くが経過した今日，同制度に対する林業事業体の評価，

ならびに改善すべき点に関して調査 ･分析した事例はない。そこ

で，本稿は同制度に対する林業事業体の評価，ならびに林業事業

体が抱える問題点について調査し，同制度の改善すべき点等を明

らかにすることを目的にした。なお，調査は全国でも有数の木材

生産県である宮崎県を対象に取り上げ，林業事業体に対して調査

表を提示して行った。

Ⅱ．材料と方法

　本稿では後述するように組織形態の違いを考慮するため森林組

合とそれ以外の林業事業体を区別して集計する。一方，宮崎県下

の森林組合はすべて認定を受けているので表現の都合からここで

は集計時の区分に使う用語について，森林組合以外の林業事業体

の中で，同制度の認定を受けたものを「認定事業体」，認定を受

けていないものを「非認定事業体」，森林組合とそれ以外の林業

事業体を含め同制度の認定を受けた事業体を「認定を受けた事業

体」と呼ぶことにする。

１．調査表

　事業体の反応を評価するための項目はいずれも５件法の回答方

式とし，主な設問と評価項目数は次のとおりである。①認定事業

体制度に対する評価：認定を受けた事業体からみた同制度に対す

る評価には６項目を，非認定事業体からみた同制度に対する評価

には５項目を設けた。②事業運営上の問題点：想定される問題点

を９項目設けた。なお，回答した事業体の属性を把握するために

経営形態，代表者の年代，前年の素材生産量等に関する問いを設

けた。

２．調査対象者の選定と分析方法

　今回の調査対象者は後述の堺（１９９５）を参考に，小規模，零細

な素材生産業者を除いた林業を担っていくであろう，いわゆる中

堅的な林業事業体とした。すなわち，①県内のすべての森林組合

（８件），②県内のすべての認定事業体（８０件），③宮崎県素材生

産事業協同組合（以下，「素生協」）会員における非認定事業体

（１６件）の以上１０４件である。対象者の選定と集計区分の設定に関

する具体的な理由は次の通りである。

　①堺（１９９５）は熊本県の実態調査をもとに素材生産業者の育成

方向を検討した結果，育成対象を年間生産量がある一定水準（熊

本県では２，０００m３）以上の階層とすれば十分とした。件数ではわ

ずかだが生産量のシェアが高く，生産規模の拡大や高性能林業機

械の導入・活用への意欲が高いことがその大きな理由である。
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　②宮崎県の素材生産量の９割近くを占めるスギ素材生産量約

１００万m３のシェアは２００１年度現在で，素生協会員４７％（総事業体

数７３），森林組合３２％（８），その他事業体２１％（４００）である。事

業体数で１５％に過ぎない素生協会員が生産量では約半分を占めて

いる。こうしたことから認定を受けた事業体だけでなく素生協会

員は堺（１９９５）のいう生産意欲が高い，いわゆる中堅的事業体と

いえよう。

　③森林組合と民間の素材生産業者は経営形態が異なるので，そ

れによって生じる特徴の相違も検討するために調査対象に森林組

合を加えた。

　④素生協会員であっても認定を受けていない事業体を取り上げ

ることで，どういった点が認定申請を阻んでいるかを検討する。

　なお，実際の分析は５件法で得られた回答をスコア化すること

によって，各項目に対する評価を統計処理することで行った。ス

コアの算定は「全くその通りだ」「まあそうだ」「どちらともいえ

ない」「少し違う」「全く違う」をそれぞれ５，４，３，２，１点とし

て行った。統計解析には SPSS１１．５JとAnswerTree３．１Jを用い

た。

　アンケート調査は郵送法とし，発送は２００３年８月で最終回収は

１０月である。

Ⅲ．結果と考察

　回収率は７７％で，集計に使用した有効回答は８０件となった。集

計区分別の回収率は５０％～１００％で非認定事業体が最も低かった

（表－１）。

１．回答者の構成

　集計に使用した事業体の事業規模を２００２年度数値でみると，認

定事業体と非認定事業体の違いで事業規模に差はなかった（χ２

検定，p＝０．５３３）。３，０００m３以上の階層が全体の７１％を占めた

（表－２）。

　経営形態（株式会社，有限会社，合資会社，個人，その他）に

関しては，認定事業体と非認定事業体の違いで経営形態に差はな

かった（χ２検定，p＝０．７１９）。全体では有限会社が５０％で最も多

く，次いで個人２０％，株式会社１６％などであった。

　代表者の年代区分（２０才代，３０才代，４０才代，５０才代，６０才代

以上）に関しては，６０才代以上は認定事業体が４１％に対し非認定

事業体の方が８８％で多いというように，認定事業体よりも非認定

事業体の方が高齢であった（χ２検定，p＝０．０９５）。

２．認定事業体制度に対する評価

１）認定を受けた事業体による評価

　同制度を評価するために用意した評価項目に対する，認定を受

けた７２事業体（うち森林組合８件，認定事業体６４件）の反応結果

を図－１に示す。そこから，認定を受けた事業体の評価を次のよ

うに整理できる；

①「更新認定申請したい」がスコア４．１０点で，同制度については

今後も参加したい。

②「認定事業体になって満足している」が３．７４点で制度に一定の

価値を認めている。

③「認定事業体になって事業量は増加した」は２．６８点で唯一否定

的反応を示し，認定されても事業量の増加につながっていないこ

とに不満があると解釈できる。

④残る３つの項目（「優遇措置がよく分からない」「優遇措置は内

容的に満足している」「作成する改善計画は役に立つ」）のスコア

に差は無く平均３．３３点である。つまり，複数ある優遇措置のそれ

ぞれを詳細に理解しているとはいえないが，現状の優遇措置に比

較的満足している。また，作成に手間がかかるといわれる改善計

画であるが，有効性を少しだが認めている。

　次に森林組合と認定事業体の評価の違いをみると，「優遇措置

がよく分からない」についてのみ差が認められ認定事業体（３．４４

点）＞森林組合（２．７５点）であった（表－３）。それ以外の項目

については有意差が認められなかった（ p＜０．０５）。認定された

事業体のうち森林組合の方は優遇措置の内容についてある程度理

解を示しているが，それ以外の林業事業体ではむしろ不明な点が
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図－１．認定を受けた事業体による認定事業体制
度に対する評価。エラーバーは平均値の
９５％信頼区間を，棒は平均値を示す（以
下の図でも同様）。異なるアルファベッ
トはCHAIDによる決定木分類で有意差
が認められたことを示す（ p＜０．０５）。

表－１．アンケートの回収状況
（件）

回収率有効回答発送数区分

１００％８８森林組合

８０％６４８０認定事業体

５０％８１６非認定事業体

７７％８０１０４合計

表－２．回答者の年間素材生産量
（件）

合計
認定区分

区分 非認定事業体認定事業体森林組合

構成比件数構成比件数構成比件数構成比件数

３％２１４％１２％１０％０２００m３未満

０％００％００％００％０２００～５００m３未満

７％５０％０８％５０％０５００～１，０００m３未満

１９％１４１４％１２２％１３０％０１，０００～３，０００m３未満

２３％１７２９％２２４％１４１３％１３，０００～５，０００m３未満

２７％２０２９％２３１％１８０％０
５，０００～１０，０００m３未
満

２２％１６１４％１１４％８８８％７１０，０００m３以上

１００％７４１００％７１００％５９１００％８合計

注）未回答は６件（うち認定事業体５件，非認定事業体１件）であった。



多く内容がよく分からない状況にあるといえる。

２）非認定事業体による評価

　認定を受けていない事業体からみた同制度の評価結果を図－２

に示す。そこでは「手続きが面倒だ」には比較的強い肯定を，逆

に「認定事業体になろうとは思わない」に比較的強い否定反応が

認められる。それ以外の３つの項目間については差が認められず，

スコアは平均約３．４２点で弱いが肯定的反応が認められる。

　このことから非認定事業体の評価結果をまとめると，①認定を

受けると何らかの利点はあると考えており，認定を受けたくない

とは思っていない，②しかし認定を受けるまでにいたってないの

は，その手続きが面倒なことと，優遇措置の内容についてやはり

不明な点があってよく理解されていないからである，と解釈でき

る。

３．事業運営上の問題点

　回答をよせた事業体全体に対して，事業運営上の問題点と想定

される９個の項目の反応をみると，スコアの大小で次の４つのグ

ループに分類され，一つを除けばいずれも３点以上で問題ないと

されたものは無かった（図－３）。問題として強く意識されてい

る順にあげると，

①グループ１（スコア平均３．９９点）：「国有林での事業量の確保」

「民有林での事業量の確保」，

②グループ２（３．６１点）：「事業資金の確保」「若手労働者の確保」

「将来の展望について」，

③グループ３（３．０２点）：「技術労働者の確保」「経営の後継ぎの確

保」「原木市場の設備や運営」，

④グループ４（２．６２点）：「作業に適した機械が無い」。

　この結果から，機械は比較的普及しているためか機械の不足に

ついては問題意識がさほどなさそうなことが分かる。しかし，事

業量の確保に関しては比較的強い反応を示しスコアは５点までは

示さなかったが最も大きな問題であることが分かる。次いで，事

業資金をはじめ若手労働者の確保，将来の展望が問題視されてい

る。そして，技術労働者の確保や原木市場の設備や運営について

は中立的な反応にとどまっており，問題性を否定するまでにはい

たっていない。

　次に，今回設定した３つの区分（森林組合，認定事業体，非認

定事業体）の間で，こうした事業運営上の問題点に相違があるか

どうかをみたところ次の２つの項目で差が認められた（表－４）。

「若手労働者の確保」に関しては，森林組合＝非認定事業体（平

均約４．３１点）＞認定事業体（３．３９点）で，いずれも３点以上で問

題ありとしているが森林組合や非認定事業体は事業量の確保問題

に近い水準まで大きな問題としている。

　「作業に適した機械が無い」に関しては，非認定事業体（３．６７

点）＞認定事業体（２．５１点）で森林組合（３．００点）は両者の中間

的な位置にある。つまり，非認定事業体は問題視しているが，認

定事業体ではむしろ問題性を否定する傾向がある，また森林組合

は中立的で問題性を否定するまでにいたっていない。認定を受け

た事業体で機械の不足感が弱いのは，同制度の優遇措置の効果と

もみることができる。
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図－２．非認定事業体による認定事業体制度に対
する評価。異なるアルファベットは各項
目で行った。Mann-WhitneyU の検定で
有意差が認められたことを示す（ p＜
０．０５）。

図－３．事業運営上で問題になりそうな事項に対
する評価。異なるアルファベットは
CHAIDによる決定木分類で有意差が認
められたことを示す（ p＜０．０５）。

表－３．認定事業体制度に対する評価の相違
（件，点）

標準
誤差

スコア
平均値

度数区分評価項目

０．８４３．８８８森林組合（１）認定事業体になって満足
している ０．７８３．７２６１認定事業体

１．１７２．７５８森林組合（２）認定事業体への優遇措置
がよく分からない＊＊

０．８８３．４４５５認定事業体

０．８９３．７５８森林組合（３）認定事業体への優遇措置
は内容的に満足している ０．９１３．２９５９認定事業体

１．０４２．７５８森林組合（４）認定事業体になって事業
量は増えた １．０２２．６７６０認定事業体

１．０４３．２５８森林組合（５）作成する「改善計画」は
役に立つ ０．９６３．３０６１認定事業体

０．７４４．３８８森林組合
（６）更新認定申請をしたい

０．８２４．０７６０認定事業体
＊＊は評価項目において区分間で有意差が認められたことを示す
（Mann －Whitney の U検定，p＜０．０５）。



Ⅳ．おわりに

　宮崎県下の中堅的な林業事業体に対して行った調査の結果，認

定事業体制度に対してはある程度満足しており，改善計画の有効

性や優遇措置に対してもわずかだが一定の評価がうかがえた。し

かし，①認定事業体になっても事業量の増加につながっていない

こと，②優遇措置が森林組合以外の林業事業体ではよく理解され

ていないというマイナス面が指摘された。優遇措置の周知不足だ

けでなく手続きの面倒さが，認定申請を阻む要因となっていた。

　一方，林業事業体が事業運営上で最も困っている問題は，①事

業量の確保，次いで②事業資金や若手労働者の確保であることも

分かった。したがって，以上の結果で得られた認定事業体制度の

効果をあげる上で必要な改善点は次の事項に整理されよう。

　①事業体が目下最も問題としている事業量の確保・増加につな

がること。例えば，都道府県知事が認定する制度であることから，

公有林等の入札条件に認定の有無を設定するといった優遇の創設

があろう。

　②優遇措置の周知を深めるための体制の強化。それには，林業

労働機械化センターや林業雇用改善アドバイザーを通じた現在の

方法や体制の再検討・整備強化が想定される。

　③認定申請のための手続きの簡素化。

　なお，結果をより明確化するためには，今回の調査項目の中に

優遇措置の活用経験等を加えることが今後の課題となろう。

　最後に，アンケート調査にご協力いただいた宮崎県下の森林組

合ならびに民間林業事業体の方々にお礼を申し上げる。
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表－４．認定区分別にみた事業運営上で問題になりそうな事項に
対する評価の相違

（件，点）

標準誤差
スコア
平均値

度数区分評価項目

０．４２３．６３８森林組合
（１）事業資金の
　　確保

０．１８３．４７６０認定事業体
０．４９３．８０５非認定事業体
０．３８３．３８８森林組合

（２）技術労働者の
　　確保

０．１４３．１０６１認定事業体
０．７４２．８０５非認定事業体
０．４２４．２９a７森林組合

（３）若手労働者の
　　確保＊＊ ０．１５３．３９b６１認定事業体

０．４９４．３３a６非認定事業体
０．３２４．３８８森林組合

（４）国有林での
　　事業量の確保

０．１２３．９６５７認定事業体
０．００５．００２非認定事業体
０．２５４．２５８森林組合

（５）民有林での
　　事業量の確保

０．１４３．８５６２認定事業体
０．２５４．６０５非認定事業体
０．４７３．７１７森林組合

（６）経営の後継ぎ
　　の確保

０．１８２．９２６０認定事業体
０．８８２．３３３非認定事業体
０．３３３．００ab８森林組合

（７）作業に適した
　　機械が無い＊＊ ０．１３２．５１b５７認定事業体

０．３３３．６７a３非認定事業体
０．３３２．６７６森林組合

（８）原木市場の
　　設備や運営

０．１４３．００５４認定事業体
０．５８３．００３非認定事業体
０．５０４．００８森林組合

（９）将来の展望
　　について

０．１６３．７２６１認定事業体
０．００４．００４非認定事業体

＊＊は評価項目において区分間で有意差が認められたことを示す（Kruskal-
Wallis, p＜０．０５）。異なるアルファベットは各項目でMann-WhitneyのU検
定で有意差が認められたことを示す（ p＜０．０５）。

（２００４年１１月４日　受付；２００４年１２月１３日　受理）


